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刊行に当たって

環境大臣

令和8年版の環境白書をここに刊行します。
環境政策の目的は、環境負荷を低減すること自体にとどまりません。人々の安全・安心を守り、将来

世代を含むすべての世代にとって豊かな暮らしとウェルビーイングを実現していくことにあります。気
候変動や資源制約、生態系の劣化といった環境課題が、私たちの社会や経済、日々の暮らしに影響を及
ぼす中で、環境政策は、社会全体の持続可能性を支える基盤として重要性を高めています。
こうした認識の下、我が国の環境政策において中核となるのが、循環経済、いわゆるサーキュラーエ

コノミーへの移行です。世界的に資源の獲得競争が激しさを増す中、天然資源への依存を低減し、再生
資源を質・量・コストの面で安定的に確保していくことは、環境保全にとどまらず、経済安全保障や産
業競争力、地域の持続性を確保する上でも不可欠です。循環経済は、脱炭素や自然環境の保全・再生と
いった他の環境施策を支える土台であり、経済社会の構造そのものを変革する鍵となります。
循環経済を軸としつつ、気候変動対策や自然環境の保全・再生を統合的に進めることで、環境と経

済、社会の好循環を生み出していくことが求められています。地域や暮らし、バリューチェーン全体を
視野に入れた取組を進め、国民一人一人や企業、地方公共団体など多様な主体の行動が、持続可能な社
会への転換につながるよう後押ししていくことが重要です。
気候変動対策においては、2050年ネット・ゼロの実現に向け、削減と成長を両立させる取組を着実

に進めています。住宅・建築物やモビリティ、産業活動など、幅広い分野で脱炭素化を進めるととも
に、気候変動の影響に備える適応策を強化し、社会全体のレジリエンスを高めていくことが求められて
います。
また、自然環境の保全と再生に向けては、生物多様性の損失を止め、回復軌道に乗せるネイチャーポ

ジティブの実現が重要な課題です。自然の保護と利用を適切に両立させ、多様な主体の参画を得なが
ら、自然と共生する社会の構築を進めていきます。
東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故から15年が経過しました。環境省では、特定

帰還居住区域における除染や、特定廃棄物の適正処理等に引き続き取り組んでいます。福島県内除去土
壌等の中間貯蔵開始後30年以内の県外最終処分に向け、復興再生土の利用など政府一丸となって取組
を進めてまいります。
環境政策は、単独で完結するものではありません。循環経済、炭素中立、自然再興を相互に関連づけ

ながら進めることで、環境負荷の低減と経済社会の持続的発展を同時に実現することが可能となりま
す。本白書では、こうした視点から、環境政策の現在地と今後の方向性を整理しています。
本白書が、国民、地方公共団体、事業者など、あらゆる主体がそれぞれの立場で行動を起こし、持続

可能な社会への転換を進めていくための一助となることを願っています。
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は　し　が　き
　この白書は、第221回国会に提出された以下に掲げる報告及び文書をまとめたものです。

１　環境基本法第12条の規定に基づく
　　（1）「令和7年度環境の状況」
　　（2）「令和8年度環境の保全に関する施策」

２　循環型社会形成推進基本法第14条の規定に基づく
　　（1）「令和7年度循環型社会の形成の状況」
　　（2）「令和8年度循環型社会の形成に関する施策」

３　生物多様性基本法第10条の規定に基づく
　　（1）「令和7年度生物の多様性の状況」
　　（2）「令和8年度生物の多様性の保全及び持続可能な利用に関する施策」

◆	 �年（年度）の表記は、原則として西暦を使用し、公的文書の引用等の場合は
和暦を使用しています。

◆	 �「年」とあるものは暦年（1月から12月）を、「年度」とあるものは会計年度
（4月から翌年3月）を指しています。

◆	 �単位の繰上げは、原則として、四捨五入によっています。単位の繰上げによ
り、内数の数値の合計と、合計欄の数値が一致しないことがあります。

◆	 �構成比（％）についても、単位の繰上げのため合計が100とならない場合が
あります。

◆	 �本白書に記載した地図は、我が国の領土を網羅的に記したものではありません。

◆	 �原典が外国語で記されている資料については、環境省仮訳が含まれます。

◆	 �企業名については、原則として「株式会社」の記述を省略しています。

凡例
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令和 8 年版環境白書・循環型社会白書・生物多様性白書についての
ご意見・ご感想又はお問合せは、下記宛てにご連絡ください。

1ページから38ページまで 環境省大臣官房総合政策課環境計画室
107ページから196ページまで 　（電話 03-3581-3351 内線6206）
217ページから313ページまで 　（E-mail：hakusho@env.go.jp）

71ページから106ページまで 環境省環境再生・資源循環局総務課循環型社会推進室
209ページから216ページまで 　（電話 03-3581-3351 内線6808）

　（E-mail：junkan@env.go.jp）

39ページから70ページまで 環境省自然環境局自然環境計画課
197ページから208ページまで 　（電話 03-3581-3351 内線9728）

　（E-mail：NBSAP@env.go.jp）

環境省公式SNSのご案内
下記の2次元バーコードにアクセスしますと、環境省の日々の様々な活動や各種
施策を簡単に閲覧することができます。

環境省公式ホームページ ▶

環境省X公式アカウント ▶

環境省Facebook公式アカウント ▶

環境省YouTube公式チャンネル ▶
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